
ＯＣ 第531号

２　本方式は随意契約を前提とした見積依頼であり、有効な見積書を持って申し込みをした

４　件名等

件　名

規　格

数　量

納期（履行期限）

納地（履行場所）

添付書類

同等品審査申請書
提出期限

令和7年12月24日 (水) 10時00分

参考見積書提出期限 令和8年1月9日 (金) 10時00分

見積書提出期限 令和8年1月9日 (金) 10時00分

基本契約条項：

特 約 条 項 ：

参加資格

決定方式

５　仕様書の交付場所、契約条項等を示す場所、問合せ先及び提出先
　　防衛省情報本部ホームページ(https://www.mod.go.jp/dih/service.html)
　　〒162-8806　東京都新宿区市谷本村町５番１号
　　　　　　　　防衛省情報本部総務部会計課（担当：第４契約係）
　　　　　　　　電話：03-3268-3111(内線31752)　直通ＦＡＸ:03-5225-9641　
　　　　　　　　メール：dih-kaikei@ext.dih.mod.go.jp

なし

品目毎総価

契約締結後～令和8年3月31日

1.オンライン
2～4.東京都内

見積書、参考見積書、同等品申請書

適用する契約条項
「役務請負」　

「暴力団排除」「談合等防止」

３　見積書提出者は「オープンカウンター方式実施要領」のほか「入札及び契約心得」
　（https://www.mod.go.jp/dih/kokoroeR7.8.7.pdf）ならびに４「件名等」に示す
　基本契約条項・特約条項（https://www.mod.go.jp/dih/supply/contract.html）を確認し、
　すべてに同意したものとして取り扱いますので、見積書提出前に必ずご確認ください。

国内委託教育デジタル関連（ＡＤＰＳ：アプリ
ケーション開発）ほか３件

別添見積書参照

別添見積書参照

　契約相手方とします。

令和7年12月19日

防衛省情報本部におけるオープンカウンター方式による見積り依頼について

１　本リストは、オープンカウンター方式実施要領
　(https://www.mod.go.jp/dih/opencounterR7.4.25.pdf)に基づく手続きが必要です。

　者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格の見積書をもって申し込みをした者を



令和　　　　年　　　　月　　　　日

支出負担行為担当官

防衛省情報本部総務部長　　殿

番号 単位 数量 単　価 金　額 備　考

1 人 1
同等品条件項
目のとおり
(付紙第１)

2 人 2
同等品条件項
目のとおり
(付紙第２)

3 人 2
同等品条件項
目のとおり
(付紙第３)

4 人 1
同等品条件項
目のとおり
(付紙第４)

5

6

・「暴力団排除に関し、入札及び契約心得を承諾しております。」

・「暴力団排除に関する特約事項を承諾しております。」

※　見積価格は、（ 税 込 ・ 税 抜 ）の価格で計上

品　　名

国内委託教育デジタル関連
（ＡＤＰＳ：アプリケーショ
ン開発）

国内委託教育（デジタル関
連：研究開発従事者育成）

見　積　書

履行場所：契約締結日～令和8年3月31日

内　　　　　訳

住 　 所 

会 社 名 

代表者名 

￥品目毎－

規　　　格

データ分析～基礎～（１日間）
（AI01F）

【集合】ＡＩプロジェクトの進
め方～企画から運用の勘所～
（UAI89L）

【集合】DXリーダーに求められ
る問題発見・定義の技術～ 実践
的に知を探索する～（UAM07L）

【集合】DX推進におけるSoRの進
め方～DXを支えるシステム基盤
の実現～（UAX74L）

1.オンライン
2～4.東京都内

履 行 期 限：

国内委託教育（デジタル関
連：研究開発従事者育成）

国内委託教育（デジタル関
連：研究開発従事者育成）

以下余白

合　　　　計



令和　　　　年　　　　月　　　　日

支出負担行為担当官

防衛省情報本部総務部長　　殿

番号 単位 数量 単　価 金　額 備　考

1 人 1
同等品条件項
目のとおり
(付紙第１)

2 人 2
同等品条件項
目のとおり
(付紙第２)

3 人 2
同等品条件項
目のとおり
(付紙第３)

4 人 1
同等品条件項
目のとおり
(付紙第４)

5

6

・「暴力団排除に関し、入札及び契約心得を承諾しております。」

・「暴力団排除に関する特約事項を承諾しております。」

※　見積価格は、（ 税 込 ・ 税 抜 ）の価格で計上

履 行 期 限： 契約締結日～令和8年3月31日 履行場所：
1.オンライン
2～4.東京都内

合　　　　計

国内委託教育（デジタル関
連：研究開発従事者育成）

【集合】DXリーダーに求められ
る問題発見・定義の技術～ 実践
的に知を探索する～（UAM07L）

国内委託教育（デジタル関
連：研究開発従事者育成）

【集合】DX推進におけるSoRの進
め方～DXを支えるシステム基盤
の実現～（UAX74L）

以下余白

品　　名 規　　　格

国内委託教育デジタル関連
（ＡＤＰＳ：アプリケーショ
ン開発）

データ分析～基礎～（１日間）
（AI01F）

国内委託教育（デジタル関
連：研究開発従事者育成）

【集合】ＡＩプロジェクトの進
め方～企画から運用の勘所～
（UAI89L）

内　　　　　訳

参　考　見　積　書

住 　 所 

会 社 名 

代表者名 

￥品目毎－



付紙第1

同　等　品　条　件　項　目

品　目

規　格

同 等 品
条件項目

データ分析～基礎～（１日間）（AI01F）（ＮＥＣビジネスイン
テリジェンス）又は同等以上のもの（他社の製品を含む。）

国内委託教育

デジタル関連（ＡＤＰＳ：アプリケーション開発）

１

２

３

４

　データサイエンティストとして必要な分析の基礎知識（回帰分
析、交差検定、過学習など）を説明できる。

　データ分析の一連のプロセス（データ観察～データ加工～データ
分析～評価）を把握できる。

　教育期間は、契約締結日から令和８年３月３１日までの範囲で行
うものとし、契約業者指定後に受講日を調整する。

　教育はオンラインとする｡

同等品リスト

その他



付紙第2

　ＰＭ側に求められるＡＩの基礎知識と、ＡＩプロジェクトの全体
像を説明できる。

　ＡＩシステム開発プロジェクトの企画・計画フェーズを適切にマ
ネジメントするためのポイントを説明できる。

　ＡＩシステム開発プロジェクトのＰＯＣ・要件定義・設計フェー
ズを適切にマネジメントするためのポイントを説明できる。

　ＡＩシステム開発プロジェクトの開発・テストフェーズを適切に
マネジメントするためのポイントを説明できる。

　ＡＩシステム開発プロジェクトの運用・保守・完了フェーズを適
切にマネジメントするためのポイントを説明できる。

　教育期間は、契約締結日から令和８年３月３１日までの範囲で行
うものとし、契約業者指定後に受講日を調整する。

　教育は対面教育（オンライン不可）とし、教育場所は東京都内と
する。

その他

品　目

同　等　品　条　件　項　目

国内委託教育

デジタル関連(研究開発従事者育成)

【集合】ＡＩプロジェクトの進め方～企画から運用の勘所～
（UAI89L）（富士通ラーニングメディア）又は同等以上のもの
（他社の製品を含む。）

規　格

同 等 品
条件項目

同等品リスト

１

２

３

４

５

６

７



付紙第3

同　等　品　条　件　項　目

品　目

同 等 品
条件項目

１

２

３

４

５

６

　ＤＸリーダーに求められる、問題発見のマインドを説明できる。

　ＤＸリーダーに求められる、問題発見や定義のスキルを説明でき
る。

　関係者を巻き込み、共通認識～合意形成する１手法として、「友
好的ディベート術（ルールやスキル、流れなど）」を説明できる。

　ＤＸにおける、「自ら能動的に問題を発見・定義する」ことにつ
いて説明できる。

　教育期間は、契約締結日から令和８年３月３１日までの範囲で行
うものとし、契約業者指定後に受講日を調整する。

　教育は対面教育（オンライン不可）とし、教育場所は東京都内と
する。

同等品リスト

その他

【集合】ＤＸリーダーに求められる問題発見・定義の技術～ 実
践的に知を探索する～（UAM07L）（富士通ラーニングメディア）
又は同等以上のもの（他社の製品を含む。）

国内委託教育

デジタル関連(研究開発従事者育成)

規　格



付紙第4

品　目

【集合】ＤＸ推進におけるSoRの進め方 ～ＤＸを支えるシステム
基盤の実現～（UAX74L）（富士通ラーニングメディア）又は同等
以上のもの（他社の製品を含む。）

国内委託教育

デジタル関連(研究開発従事者育成)

規　格

同　等　品　条　件　項　目

同 等 品
条件項目

１

２

３

４

５

　ＤＸに関する、ＳＯＲの整備活動の流れが説明できる。

　ＤＸにおけるモダナイゼーションの説明ができる。

　ＤＸに関する運用の最適化、ＴＣＯ削減を行う上での手順を講
義・演習ができる。

　教育期間は、契約締結日から令和８年３月３１日までの範囲で行
うものとし、契約業者指定後に受講日を調整する。

　教育は対面教育（オンライン不可）とし、教育場所は東京都内と
する。

同等品リスト

その他



令和    年   月    日
防衛省情報本部
支出負担行為担当官　殿

　　　　　住所
　　　　　社名
　　　　　代表者名

標記について、下記の教育を同等の教育として審査を申請する。

件　　　名：

№ 要求番号 品名 同等品条件項目付紙番号 同等品規格 備考

注： １　同等品審査に時間を要するので、カタログ・関連資料等審査の参考となる資料を添付し、

　余裕をもって支出負担行為担当官に提出されたい。
２　件数が多い場合は、別紙様式にて作成添付とする。

令和　　　年　　　月　　　日

防衛省情報本部
支出負担行為担当官

上記申請について、下記のとおり通知する。

№

許可 不許可

許可 不許可

許可 不許可

許可 不許可

許可 不許可

上記教育を同等の教育と審査した。
上記教育を不許可と審査した。

　　　　総務部長
　　　　　　　　　　　　　防衛省情報本部

同等品審査申請書

同等品審査結果通知書

　　　　　　　　　　　　　　　殿

審査結果 不許可の理由等

国内委託教育デジタル関連（ＡＤＰＳ：アプリケーション開発）ほか３件


